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全会一致で議決した議案等 結
果
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平成26年度阿賀野市水道事業会計補正予算（第２号）
　収益的収支の収入を4,297万１千円増額し総額14億50万２千円とし、支出を1,203万９千円増額し総額12億9,610万８千円とする。職員の減員、
臨時職員の任用及び給与改定に伴う職員給与費等の増減、電気料金の値上げに伴う動力費の増額等により営業費用を625万５千円、営業外費用を578
万４千円増額する。資本的支出を21万２千円増額し総額７億8,550万２千円とする。給与改定に伴う各目職員給与費の増額により建設改良費を増額。

可
決

平成26年度阿賀野市病院事業会計補正予算（第２号）
　収益的収支の収入を526万７千円増額し総額８億1,128万１千円に、支出を8,133万２千円増額し総額５億9,304万９千円とする。人事異動に伴う給
与費346万６千円、普通交付税の確定により政策的医療等交付金192万６千円、過年度賞与引当金繰入額110万３千円等を減額、看護師宿舎棟などの建
物解体等による固定資産除却費7,662万３千円、起債前借による企業債利息1,120万４千円を増額。資本的収支の収入を1,163万５千円増額し総額50億
1,164万６千円に、支出を5,190万８千円増額し総額50億6,163万１千円とする。老健施設空調設備更新費の確定に伴い159万６千円、病院駐車場土地
賃借料の確定に伴い111万４千円を減額し、情報システム改修費1,378万８千円、人事異動等による給与費111万４千円、平成25年度消費税の確定申告
による他会計出資金返還金3,971万６千円を増額。
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阿賀野市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正について
　平成26年度人事院勧告の実施に伴い、一般職の給与改定に準じ給与等を改正する。

可
決

阿賀野市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について
　平成26年度人事院勧告の実施に伴い、議会議員の報酬額（期末手当支給月数）を改正する。

可
決

阿賀野市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部改正について
　平成26年度人事院勧告の実施に伴い、市長、副市長の給与額（期末手当支給月数）を改正する。

可
決

阿賀野市教育委員会教育長の給与及び勤務時間等に関する条例の一部改正について
　平成26年度人事院勧告の実施に伴い、教育長の給与額（期末手当支給月数）を改正する。

可
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阿賀野市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について
　平成26年度人事院勧告の実施に伴い、一般職の給料表及び通勤手当等を改正する。
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阿賀野市手数料条例の一部改正について
　農地法の改正により農地台帳に記録された事項を公表することとなったことに伴い、新たに農地等に関する記録事項要約書交付手数料を加え、併せ
て農地等に関する手数料を１件につき300円に改正する。

可
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阿賀野市国民健康保険条例の一部改正について
　健康保険法施行令の一部改正に伴い、産科医療補償制度掛金を１万６千円（現行３万円）に引き下げ、出産育児一時金の基本額を40万４千円（現行
39万円）に改正する。
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公の施設に係る指定管理者の指定について
　・ 阿賀野市保健福祉センター京和荘、阿賀野市ディサービスセンターおおむろの丘、わかばの里、第二わかばの里、永寿園、第二永寿園、むすびの
里、第二むすびの里を、社会福祉法人阿賀野市社会福祉協議会に管理を行わせる。

　・ 阿賀野市福祉会館、コミュニティセンター城のうち、コミュニティセンター瓢湖憩の家を、公益社団法人阿賀野市シルバー人材センターに管理を
行わせる。
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字の変更について
　・小島村下地区土地改良事業の施行に伴い、字の区域を変更する。
　・前島地区土地改良事業の施行に伴い、字の区域を変更する。

可
決

市道路線の変更について
　前島地区基盤整備事業に伴い、延長が短くなった路線を変更認定する。

可
決

新市建設計画の変更について
　公共施設の耐震化、道の駅整備事業等を推進する必要があることから新市建設計画の計画期間を４年延長し、最大延長期間である「平成31年度ま
で」とするための文言の整理等を行う。
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新潟県市町村総合事務組合規約の変更について
　公平委員会に関する事務について、見附市及び新潟県中越福祉事務組合を加える。
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花立川（孫川）改修及び市道拡幅整備の請願
　圃場の冠水防止のため花立川の早期改修と、緊急車両の通行ができるよう市道の拡幅整備をしてほしい。

採
択

26年産米の価格下落等に関する意見書の提出を求める請願
　26年産米の価格下落に対する対策と、総合的な水田農業政策の確立などを求める意見書を関係機関に提出してほしい。

採
択
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書

26年産米の価格下落等に関する意見書の提出について
　26年産米の価格下落等に関する意見書を国会及び政府に提出する。
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家族従業者の人権保障のため、「所得税法第56条の廃止を求める意見書」採
択を求める請願

○ ○ ○ ○ ○ ○ 欠 ○

不
採
択

　事業主の配偶者と親族が事業に従事した時に支払った対価を、必要経費に算入しないとする所得税法第56条の廃止を求める意見書を関係機関に提出してほ
しい。

討
論(

要
旨
）

納税者意識もまた大幅に変化している。「親族が事業から受ける対価」の必要経費算入を認めないという規定の合理性について、疑問が投げかけ
られているのも確かであるが、恣意的な租税回避行為の防止には、現在でも有効であり、廃止はいかがなものか。

家族従業員の働き分を給料【経費】として認めないこの法律は、従業員と同じに働いても、申告の仕方によって経費算入を認めない家父長制の名
残で家族の人権問題といえる。家族従業員の不利益もあり、後継者のやる気もそぐ。国も廃止の方向で動いている。

消費税の10％への増税は「延期」でなく、きっぱり中止することを求める意見
書の提出を求める請願

○ ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○

不
採
択

　消費税10％への引き上げに反対する意見書を政府に提出してほしい。

討
論(

要
旨
）

年1兆円ペースで費用が増え続ける年金、医療、介護などの社会保障を守るために、消費税率引き上げは避けて通れない。税率引き上げによる増
収分は年金、医療、介護、子育ての4分野に充てる。同時に家計へ配慮できる軽減税率の導入が不可欠。

増税で景気は悪化。実質賃金は県内でマイナス、全国でも15か月連続マイナスで、下がった要因は円安と消費税増税だ。国民の消費が経済の６割
を支えており、景気は悪くなるばかり。雇用が増えたのは非正規労働者で正規労働者は減っている。軽減税率導入しても８％が土台。増税中止しかない。
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